
161

１．主な所蔵資料… ……………………………………………………………　163

１．図書資料… …………………………………………………………………　163

２．その他… ……………………………………………………………………　164

２．研究所関係資料……………………………………………………………　165

１．設立の経緯… ………………………………………………………………　165

２．年代別重要事項… …………………………………………………………　165

３．歴代所長（昭和５年～平成28年度）……………………………………　168

４．名誉研究員… ………………………………………………………………　169

５．2016（平成28）年度予算等… ………………………………………　170

3．独立行政法人国立文化財機構中期計画………………………………　175

4．東京文化財研究所関係事業索引… ……………………………………　193

6．資 料



東京文化財研究所　2016 年度年報162



163

１
  主
な
所
蔵
資
料

   １．主な所蔵資料

主な所蔵資料

 

１．図書資料

⑴　美術関係図書
　　日本・東洋・欧米の美術に関するものを中心に、各地方公共団体刊行の文化財関係調査報告書、展覧会

の図録・目録類、売立目録など和文欧文あわせて約 150,857 冊の図書に加え、和文 5,471 種、韓文 51 種、
中文 152 種、欧文 507 種におよぶ美術関係雑誌約 158,763 冊を所蔵している。

　　その他江戸期の写本版本をはじめ、明治大正期刊行の大型美術図録や美術雑誌、また明治から昭和初期
に開催された各種博覧会展覧会資料など、多くの貴重書を所蔵している。

⑵　無形文化遺産関係図書
　　古典芸能・民俗芸能・寺事・伝統的な技術、その他我が国の無形文化遺産の研究に必要な図書 17,415

冊を所蔵している。そのなかには、雅楽画報・演芸画報・歌舞伎新報・歌舞伎（第 1 次）・テアトロ（第
1 次）・新劇・上方・民俗芸能・日本民俗・芸能復興・郷土研究・旅と伝説など現在では入手しにくい雑誌、
国立劇場ほかで行われる芸能公演の上演資料や声明本・謡本・囃子手付本・丸本などの台本・譜本など、
多くの貴重書を含んでいる。本年度は 166 冊を登録し、現在進行中である。

⑶　保存科学・修復技術関係図書
　　伝統的生産および工芸技術書、技術史またはそれらの科学的究明を試みたもの、修理工事報告書及び化

学・物理学・生物学部門の保存科学の関連和洋書、あわせて約 7,000 冊を所蔵している。

⑷　日本国外の文化遺産関係図書
　　国際資料室では、外国の文化財や文化財保存、文化財保存国際協力や文化財保護制度に関する国内外の

図書資料を約 12,000 点所蔵する。また、文化財保護関連機関のパンフレットなど図書以外の文献資料の
収集、さらに国内外の文化財保護関連法令資料の収集を実施している。2016（平成 28）年 1 月の施設改修
に伴い、国際資料室蔵書は資料閲覧室書庫に移動した。

平成28年度における収集数（韓文・中文図書は、和漢書として計上）

区分（2015 年度） 美術関係 無形文化遺産
関係 保存修復関係 日本国外の

文化遺産関係 計

和漢書 9,879 冊 159 冊 58 冊      9 冊  10,105 冊

洋　書     53 冊  7 冊 9 冊     18 冊  87 冊

合　計 9,932 冊 166 冊 67 冊     27 冊  10,192 冊
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２．その他

⑴　美術関係資料
　　文化財情報資料部が管理している写真資料は、絵画・彫刻・工芸・建築等の台紙貼写真、売立目録カー

ドなど総数約 26 万点である。写真原板は、モノクロ４×５フィルム約 49,740 点、カラー４×５フィルム
約 8,980 点、半切ほかガラス乾板約 21,000 点をはじめとして、各種サイズのモノクロフィルム約 3,450 点、
Ｘ線フィルム・赤外線フィルム約 3,300 点などを所蔵している。また、当研究所旧職員梅津次郎、秋山光
和、田中一松、久野健各氏寄贈研究資料の公開に向けた整理のほか、鈴木敬氏旧蔵写真資料の整理を行っ
ている。このほか、拓本類、作家伝記資料、落款印章資料、近現代作家・団体・画廊・作品資料、資料ス
クラップ等と図版カード、各種索引類などを管理している。

⑵　無形文化遺産関係資料
　　無形文化遺産部では、雅楽・能・歌舞伎・邦楽・寺院行事・民俗芸能その他の伝統芸能の技法を、録

音・録画、写真撮影等の形で記録することを重要な業務としてきた。これまでに、現地での実況や所内
舞台での演奏を記録したオープンリールテープ約 2,300 点、ビデオ 1,191 点、スチール写真は関連する
文書の記録写真等も含め約 19 万点、CD はオープンリールテープをデジタル化した物を中心に 1,976 点、
DVD3,793 点、BD707 点を作成してきた。本年度は、DVD37 点、BD123 点を登録した。加えて Hi8 のデ
ジタル化にも着手し、DVD19 点を作成した。また、市販された伝統芸能関係の資料の収集も進めている。
ことに、1960（昭和 35）年度文部省機関研究費によって購入した安原コレクションは、明治・大正・昭
和３代にわたって発売された各種邦楽の SP レコードを網羅した約 6,000 枚の一大コレクションで、近代
における邦楽の実態と変遷を知る上で貴重な資料である。レコードの収集枚数は現在約 7,300 枚に及んで
いる。その他これまでに、市販のビデオ 530 点、CD1,849 点、DVD1,278 点を収集してきた。うち本年度は、
市販のビデオ 8 点、CD15 点、DVD86 点を登録した。なお SP レコードコレクションの詳細は『音盤目録
Ⅰ～Ｖ』（東京国立文化財研究所刊　1966～1996）で公表している。

⑶　保存科学・修復技術関係資料
　　保存修復科学センターでは、考古遺物や美術工芸品など、諸部門の文化財を撮影したＸ線フィルムを多

数所蔵する。Ｘ線透過撮影は昭和 20 年代から力を注いで行っており、近年それらのデータをデジタル化し、
整理する作業を進めている。

⑷　国際関係資料
　　文化遺産国際協力センターでは、日本の文化財保護に関する国際協力の分野で活躍した専門家の資料を

受け入れている。関野克氏旧所蔵資料には、国際機関での会議や個別の文化遺産保存に関わる記録が含ま
れている。特にユネスコの条約や勧告に関わる資料には、草案や日本政府の意見書なども含まれ、その成
立の経緯や日本政府の関与なども知ることができる。また、千原大五郎氏旧蔵資料には、ボロブドゥール
修復事業関連の会議録、書簡類、修復案、図面、オランダ統治時代の研究書や、その他の東南アジア諸国
の遺跡に関する文献や図面、写真も数多く含まれる。さらに、野口英雄氏が収集した、文化財の危機管理
やユネスコ日本信託基金による保存修復事業などに関する資料を受け入れている。６

  資
料
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１．設立の経緯
　　東京文化財研究所は、2001（平成 13）年 4 月 1 日に東京国立文化財研究所が独立行政法人化され独立

行政法人文化財研究所東京文化財研究所となった。その前身である東京国立文化財研究所は、1952（昭
和 27）年 4 月 1 日に発足し、その母体となったものは、1930（昭和 5）年に創設された政府機関の帝国
美術院附属美術研究所である。

　　この美術研究所は、1924（大正 13）年 7 月、帝国美術院長子爵故黒田清輝の遺言により美術奨励事業
のために寄附出捐した資金で遺言執行人が選択決定した事業である。すなわち遺言執行人代表伯爵樺山愛
輔は、故子爵の遺志にしたがってこの資金で行うべき事業の選択を伯爵牧野伸顕に一任した。牧野伯爵は
帝国美術院長福原鐐二郎及び東京美術学校長正木直彦とはかって諸方面の意見を徴し、またわが国美術研
究の必要に照らして次の事業を行うこととした。

　　⑴　美術に関する基礎的調査研究機関として美術研究所を設けること。
　⑵　黒田子爵の作品を陳列して同子爵の功績を記念すること。
　⑶　前二項の目的を達するために適当な建物を造営すること。
　⑷　事業成立の上は一切これを政府に寄附すること。

２．年代別重要事項

期　　日 事　　　　項

昭和元年12月25日 前記の事業を遂行するため委員会が組織され、東京美術学校長正木直彦が委員長に就任し、美
術研究所事業については東京美術学校教授矢代幸雄、黒田子爵作品陳列については東京美術学
校教授久米桂一郎・同岡田三郎助・同和田英作・同藤島武二及び大給近清、建物造営について
は東京美術学校教授岡田信一郎、会計事務については遺言執行人打田伝吉を各委員として事務
を分掌進行させた。

昭和２年 ２月 １日 美術研究所準備事業を開始した。
　    同年10月28日 東京市上野公園内に鉄筋コンクリート造、半地階２階建、延面積 1,192㎡の建物１棟を起工し

た（本館）。
昭和３年 ９月 前記の建物が竣工したので、黒田記念館と名付け、美術研究所開設のため必要な備品・図書・

写真等の研究資料を設備し、また館内に黒田子爵記念室を設け、黒田清輝の作品を陳列した。
昭和４年 ５月29日 遺言執行人代表者樺山愛輔は、建物・設備・研究資料等一切の外に金 15 万円をそえて帝国美

術院長に寄附を願い出た。
昭和５年 ６月28日 勅令第 125 号により帝国美術院に附属美術研究所が置かれ、東京美術学校長正木直彦が同研究

所の主事に補せられた。
　    同年10月17日 美術研究所開所式を挙行した。
昭和７年 １月 １日 美術研究所の研究成果発表機関誌として、定期刊行物『美術研究』を創刊した。
　    同年 ４月18日 株式会社朝日新聞社より明治大正美術史編纂費として本年から向う５か年間毎年５千円、合計

２万５千円を帝国美術院に寄附したいとの申出があった。
　    同年 ５月26日 帝国美術院はこの申出を受理した。

明治大正美術史編纂委員会規程を設け、美術研究所は明治大正美術史の編纂に関する事務を行
うことになった。

昭和９年10月18日 毎年 10 月 18 日を開所記念日と定めた。
昭和10年 １月28日 鉄筋コンクリート造、２階建、延面積 129㎡の書庫が竣工した。
　    同年 ４月 『日本美術年鑑』の編纂事務を開始した。
　    同年 ６月 １日 勅令第 148 号により美術研究所官制が公布された。

２
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究
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２．研究所関係資料

研究所関係資料
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期　　日 事　　　　項

昭和10年 ６月 １日 研究資料閲覧規程を制定し、閲覧事務を開始した。
昭和12年 ６月24日 勅令第 281 号により美術研究所官制中改正の件が公布され、従来、帝国美術院に附置されてい

たのを文部大臣の直轄に改められた。
　      同年11月29日 美術研究所長職務規程、美術研究所事務分掌規程が制定された。
昭和13年 ２月12日 木造、平屋建、延面積 97㎡の写真室１棟が竣工した。
昭和19年 ８月10日 黒田清輝の作品、並びに写真原版を東京都西多摩郡小宮村谷間家倉庫に疎開した。
昭和20年 ５月28日 美術研究所の図書・諸資料全部を山形県酒田市本町１丁目本間家倉庫３棟に疎開した。
　      同年  ７～８月 酒田市本間家倉庫に疎開した図書資料を爆撃の危険を避けるため、さらに酒田市外牧曽根村松

沢世喜雄家倉庫・観音寺村村上家倉庫・大沢村後藤作之丞家倉庫にそれぞれ分散疎開した。
昭和21年 ３月29日 酒田市疎開中の図書・諸資料等の東京向け発送を終了した。
　      同年 ４月  ４日 酒田市疎開中の図書・諸資料等が東京に到着し、引揚げを完了した。
　      同年 ４月 16日 東京都西多摩郡に疎開中の黒田清輝作品並びに写真原版の引揚げを完了した。
昭和22年 ５月 ３日 美術研究所官制が廃止され、国立博物館官制が制定された。美術研究所は同館の附属美術研究

所となった。
国立博物館に保存修理課発足。同課内に保存技術研究室を置いた（保存科学部の前身）。昭和
23 年度より専任の職員を配置し、研究を開始した。研究室は国立博物館本館地下の修理室の一
室（66㎡）に設けた。

昭和25年 ８月29日 文化財保護法の制定にともない、美術研究所は文化財保護委員会の附属機関となった。
文化財保護委員会事務局設置にともない、保存科学研究室は国立博物館保存修理課から文化財
保護委員会事務局保存部建造物課に所属換えとなった。

昭和26年 １月31日 美術研究所組織規程が定められ、第一研究部・第二研究部・資料部・庶務室が置かれた。
昭和27年 ４月 １日 文化財保護法の一部が改正、東京文化財研究所組織規程が定められ、美術部・芸能部・保存科

学部・庶務室の３部１室が置かれ、美術研究所組織規程が廃止された。
また文化財保護委員会事務局保存部建造物課保存科学研究室も廃止された。

　      同年 ７月 １日 芸能部研究室として東京藝術大学音楽学部邦楽科教室２室を同大学から借用し、研究を開始し
た。

昭和28年 ４月26日 保存科学部研究室として、東京国立博物館構内の倉庫 132㎡を改造のうえ移転した。
昭和29年 ７月 １日 東京文化財研究所組織規程の一部が改正され、東京国立文化財研究所となった。
昭和32年 ３月22日 東京国立博物館構内に木造、外部鉄網モルタル塗、平屋建、８㎡の保存科学部の薬品庫が竣工

した。
　      同年11月30日 従来の２階建書庫の上にさらに１階を増築３階建とし、増築分延面積 71㎡が竣工した。
昭和34年 ４月30日 東京国立文化財研究所研究受託規程が定められ、この年度から受託研究が開始された。

昭和36年 ９月16日 東京国立文化財研究所組織規程の一部が改正され、従来の庶務室は庶務課となった。
昭和37年 ３月31日 東京国立博物館内に保存科学部庁舎（保存科学部実験室）として、鉄筋コンクリート造、２階建、

延面積 663㎡の建物１棟が竣工した。
　      同年 ７月 １日 東京国立文化財研究所組織規程の一部が改正され、新たに保存科学部に修理技術研究室が置か

れた。
　      同年 ７月20日 芸能部研究室は、保存科学部庁舎の竣工にともない、旧保存科学部庁舎に移転した。
昭和43年 ６月15日 文部省設置法の一部が改正され、本研究所は文化庁附属機関となった。

昭和44年 ８月23日 保存科学部庁舎に隣接して新営される別館庁舎（延 1,950. 41㎡）の起工式が行われた。
昭和45年 ３月25日 前記の別館が竣工したので、同年５月 26 日竣工式が行われた。芸能部は、別館３階に移転した。
　      同年 ５月 ８日 保存科学部は別館の地階～２階に実験用機械類の移転据付を完了した。
　      同年 ６月29日 保存科学部庁舎の１階の模様替工事に着手し、同年 10 月 15 日工事が完了した。
　      同年11月 ２日 所長及び庶務課は、本館から保存科学部庁舎の１階に移転した（本館は、美術部庁舎となる）。

これにより研究所の所在地表示は「12 番 53 号」から「13 番 27 号」に変更された。
昭和46年 ４月 １日 保存科学部庁舎及び別館の敷地 2,658㎡を東京国立博物館から所管換えされた。

６
  資
料
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期　　日 事　　　　項

昭和48年 ４月 12日 文部省設置法施行規則の一部が改正され、新たに修復技術部が設けられ４部１課となり、修復
技術部に第一修復技術研究室及び第二修復技術研究室が置かれ、保存科学部修理技術研究室は
廃止された。

昭和52年 ４月 18日 文部省設置法施行規則の一部が改正され、情報資料部の新設により５部１課となり、情報資料
部に文献資料研究室及び写真資料研究室が置かれ、美術部資料室は廃止された。

昭和53年 ３月 20日 本館構内の写場等（木造、平屋建、延面積 144㎡）を取りこわし、情報資料部研究棟として、
鉄筋コンクリート造、地下１階、地上３階、延面積 569. 95㎡の建物が竣工した。

　      同年 ４月 ５日 文部省設置法施行規則の一部が改正され、新たに修復技術部に第三修復技術研究室が置かれた。
昭和59年 ６月28日 文部省組織令が改正され、本研究所は文化庁施設等機関となった。
平成  ２年10月 １日 文部省設置法施行規則の一部が改正されて、新たにアジア文化財保存研究室が置かれ、５部１

室１課となった。
平成  ５年 ４月 １日 文部省設置法施行規則の一部が改正されて、アジア文化財保存研究室は、国際文化財保存修復

協力室となった。
平成  ７年 ４月 １日 文部省設置法施行規則の一部が改正されて、国際文化財保存修復協力室が廃止され、新たに国

際文化財保存修復協力センターが設置された。同センターには、企画室及び環境解析研究指導
室が置かれ、１センター５部１課となった。
東京藝術大学と「東京芸術大学大学院美術研究科文化財保存学専攻の教育研究に対する連携・
協力に関する協定書」が交わされ、連携併任分野として独立専攻大学院文化財保存学専攻（シ
ステム保存学）が設置された。

平成  ９年10月 １日 文部省設置法施行規則の一部が改正されて、国際文化財保存修復協力センターに保存計画研究
指導室が置かれた。

平成12年 ２月 ４日 新営庁舎として、鉄筋コンクリート造、地上４階地下１階、延面積 10,557. 99㎡（建築面積 2,258. 
48㎡）が竣工した。

　      同年 ２月21日 新営庁舎の竣工にともない、別館（庶務課・芸能部・保存科学部・修復技術部・国際文化財保
存修復協力センター）部分の移転が開始された。

　      同年 ３月 ６日 新営庁舎の竣工にともない、本館（美術部・情報資料部）の移転が開始された。
　      同年 ３月22日 建設省関東地方建設局営繕部より、新営庁舎の外構工事、植栽等の引き渡しを受け、新営庁舎

関係の工事が完了した。
　      同年 ５月11日 新営庁舎の竣工を記念し、開所記念式典を挙行した。

この式典の挙行に際し、毎年５月 11 日を開所記念日と定めた。
平成13年 ３月29日 黒田記念館改修工事が竣工し、展示スペースが黒田記念室及び展示室の２室になった。
　      同年 ４月 １日 東京国立文化財研究所は、奈良国立文化財研究所と統合され、独立行政法人文化財研究所東京

文化財研究所となった。
この独立行政法人化にともない、東京文化財研究所は、管理部、協力調整官―情報調整室、美
術部、芸能部、保存科学部、修復技術部、国際文化財保存修復協力センターの１センター５部
１協力調整官―情報調整室となった。

平成15年 ９月19日 黒田記念館にエレベーターを設置し、門扉、外構の改修工事を行った。
平成18年 ４月 １日 文化財研究所組織規程の一部が改正されて、協力調整官―情報調整室は企画情報部に、芸能部

は無形文化遺産部に、国際文化財保存修復協力センターは文化遺産国際協力センターとなった。
平成19年 ４月 １日 独立行政法人文化財研究所東京文化財研究所は、独立行政法人文化財研究所と独立行政法人国

立博物館との統合により、独立行政法人国立文化財機構東京文化財研究所となり、黒田記念館
は、東京国立博物館に移管された。
この統合にともない、東京文化財研究所は、美術部を企画情報部に、保存科学部と修復技術部
は保存修復科学センターに統合し、３部２センターとなった。

平成22年 ４月 １日 国立文化財機構組織規程等の一部が改正されて、管理部は研究支援推進部となった。
平成28年 ４月 １日 国立文化財機構組織規程等の一部が改正されて、企画情報部は文化財情報資料部に、保存修復

科学センターは保存科学研究センターとなった。

研究所関係資料
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役　　　　職 氏　　名 期　　　　間

主　　　　事 正木直彦 昭和   5.  6.28 ～昭和   6.11.24

主　　　　事 矢代幸雄 昭和   6.11.25 ～昭和 10.  5.31

所長事務取扱 和田英作 昭和 10.  6.  1 ～昭和 11.  6.21

所　　　　長 矢代幸雄 昭和 11.  6.22 ～昭和 17.  6.28

所長事務取扱 田中豊蔵 昭和 17.  6.29 ～昭和 22.  8.15

所　　　　長 田中豊蔵 昭和 22.  8.16 ～昭和 23.  5.10

所 長 代 理 福山敏男 昭和 23.  5.11 ～昭和 24.  8.30

所　　　　長 松本栄一 昭和 24.  8.31 ～昭和 27.  3.31

所長事務代理 矢代幸雄 昭和 27.  4.  1 ～昭和 28.10.31

所　　　　長 田中一松 昭和 28.11.  1 ～昭和 40.  3.31

所　　　　長 関野　克 昭和 40.  4.  1 ～昭和 53.  4.  1

所　　　　長 伊藤延男 昭和 53.  4.  1 ～昭和 62.  3.31

所　　　　長 濱田　隆 昭和 62.  4.  1 ～平成   3.  3.31

所　　　　長 西川杏太郎 平成   3.  4.  1 ～平成   8.  3.31

所　　　　長 渡邊明義 平成   8.  4.  1 ～平成 13.  3.31

（独立行政法人文化財研究所　東京文化財研究所に移行）

所　　　　長 渡邊明義 平成 13.  4.  1 ～平成 16.  3.31

所　　　　長 鈴木規夫 平成 16.  4.  1 ～平成 19.  3.31

（独立行政法人国立文化財機構　東京文化財研究所に移行）

所　　　　長 鈴木規夫 平成 19.  4.  1 ～平成 22.  3.31

所　　　　長 亀井伸雄 平成 22.  4.  1 ～現在   　　　

６
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３．歴代所長（昭和５年～平成 28 年度）
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氏　 　名 退 職 時 官 職 名 在　所　期　間 名 誉 研 究 員
発 令 年 月 日

江上　綏 情報資料部主任研究官 昭和 38. ５.18 ～昭和 59. ３.31 昭和 59. 10.18
猪川和子 情報資料部文献資料研究室長 昭和 22. ６.27 ～昭和 60. ３.31 昭和 60. 10.18
三隅治雄 芸能部長 昭和 27. 10. １～昭和 63. ３.31 昭和 63. 10.18
見城敏子 保存科学部物理研究室長 昭和 34. ４. １～平成 元 . ３.31 平成 元. 10.18
濱田　隆 所長 昭和 62. ４. １～平成 3. ３.31 平成 3. 10.18
関口正之 美術部長 昭和 42. ２. １～平成 3. ３.31 平成 3. 10.18
佐藤道子 芸能部長 昭和 34. ４. １～平成 4. ３.31 平成 4. 10.18
馬淵久夫 保存科学部長 昭和 50. 10. １～平成 4. ３.31 平成 4. 10.18
新井英夫 保存科学部長 昭和 45. ９. １～平成 5. ３.31 平成 5. ４. １
西川杏太郎 所長 平成 3. ４. １～平成 8. ３.31 平成 8. ４. １
三輪英夫 美術部第二研究室長 昭和 53. ８. １～平成 8. ３.31 平成 8. ４. １
蒲生郷昭 芸能部長 昭和 56. ４. １～平成 10. ３.31 平成 10. ４. １
中里壽克 修復技術部第一修復技術研究室長 昭和 39. ４. １～平成 10. ３.31 平成 10. ４. １
宮本長二郎 国際文化財保存修復協力センター長 平成 ６. ４. １～平成 11. ３.31 平成 11. ４. １
羽田　昶 芸能部音楽舞踊研究室長 昭和 51. ４. １～平成 12. ３.31 平成 12. ４. １
中村茂子 芸能部民俗芸能研究室長 昭和 39. ７. １～平成 13. ３.31 平成 13. ４. １
増田勝彦 修復技術部長 昭和 48. ８. １～平成 13. ３.31 平成 13. ４. １
米倉迪夫 情報資料部長 昭和 50. ９. １～平成 13. ３.31 平成 13. ４. １
星野　紘 芸能部長 平成 10. ４. １～平成 14. ３.31 平成 14. ４. １
平尾良光 保存科学部化学研究室長 昭和 62. ４. １～平成 15. ３.31 平成 15. ４. １
井手誠之輔 協力調整官―情報調整室長 昭和 62. ７. １～平成 16. ３.29 平成 16. ３.30
斎藤英俊 国際文化財保存修復協力センター長 平成 11. ４. １～平成 16. ３.30 平成 16. ３.31
西浦忠輝 保存科学部長 昭和 50. ７. １～平成 16. ３.31 平成 16. ４. １
鈴木廣之 美術部日本東洋美術研究室長 昭和 54. ９. １～平成 17. 11.30 平成 17. 12. １
青木繁夫 文化遺産国際協力センター長 昭和 49. ７. １～平成 19. ３.31 平成 19. ３.31
三浦定俊 副所長 昭和 48. ８. １～平成 20. ３.31 平成 20. ４. １
鎌倉惠子 無形文化遺産部無形文化財研究室長 昭和 63. ４. １～平成 20. ３.31 平成 20. ４. １
鈴木規夫 所長 平成 16. ４. １～平成 22. ３.31 平成 22. ４. １
中野照男 副所長 平成 4. ４. １～平成 23. ３.31 平成 23. ４. １
清水真一 文化遺産国際協力センター長 平成 19. ４. １～平成 23. ３.31 平成 23. ４. １
石﨑武志 副所長 平成 8. 12. １～平成 26. ９.30 平成 26. 10. １
田中　淳 副所長 平成 6. 11. １～平成 28. ３.31 平成 28. ４. １
川野邊渉 文化遺産国際協力センター長 昭和 63. 10. １～平成 28. ３.31 平成 28. ４. １
岡田　健 保存科学研究センター長 平成 4. ４. １～平成 29. ３.31 平成 29. ４. １

４．名誉研究員

歴代所長、名誉研究員
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事　　　　　　　項 予  算  額

一般管理費 126,965
基礎研究事業費 57,232
応用研究事業費 59,422
国際遺産保護事業費 120,029
情報公開事業費 100,037
研修協力事業費 3,355
合　　　　　　　計 467,040

６
  資
料

５．2016（平成 28）年度予算等
（単位：千円）

（１）　予　算

文化財情報資料部
略番 分　類　項　目 プロジェクト名 事  業  区  分
シ 01 ①有形・無形の文化財に関する

　調査研究事業
文化財に関する調査研究成果および研究情報の共有
に関する総合的研究

情報公開事業費

シ 02 ①有形・無形の文化財に関する
　調査研究事業

日本東洋美術史の資料学的研究 基礎研究事業費

シ 03 ①有形・無形の文化財に関する
　調査研究事業

近・現代美術に関する調査研究と資料集成 基礎研究事業費

シ 04 ①有形・無形の文化財に関する
　調査研究事業

美術作品の様式表現・制作技術・素材に関する
複合的研究と公開

基礎研究事業費

シ 05 ④情報収集・成果公開に関する事業 文化財情報の分析・活用と公開に関する調査研究 情報公開事業費
シ 06 ④情報収集・成果公開に関する事業 専門的アーカイブと総合的レファレンスの拡充 情報公開事業費
シ 07 ⑤刊行物に関する事業 平成27年版『日本美術年鑑』　刊行事業・出版事

業『美術研究』 
情報公開事業費

シ 08 ④情報収集・成果公開に関する事業 平成28年度オープンレクチャー（調査 ･ 研究成果の
公開）

情報公開事業費

予算とプロジェクトとの対応

無形文化遺産部
略番 分　類　項　目 プロジェクト名 事  業  区  分
ム 01 ①有形・無形の文化財に関する

　調査研究事業
無形文化財の保存・継承に関する調査研究 基礎研究事業費

ム 02 ①有形・無形の文化財に関する
　調査研究事業

無形民俗文化財の保存・活用に関する調査研究 基礎研究事業費

ム 03 ③国際協力・交流等に関する事業 無形文化遺産に関わる音声・画像・映像資料の
デジタル化

情報公開事業費

ム 04 ⑤刊行物に関する事業 無形文化遺産部出版関係事業 情報公開事業費
ム 05 ③国際協力・交流等に関する事業 無形文化遺産保護に関する研究交流・情報収集 国際遺産保護事業費

保存科学研究センター
略番 分　類　項　目 プロジェクト名 事  業  区  分
ホ 01 ②保存修復に関する調査研究事業 文化財の生物劣化の現象解明と対策に関する研究 応用研究事業費
ホ 02 ②保存修復に関する調査研究事業 保存と活用のための展示環境の研究 応用研究事業費
ホ 03 ②保存修復に関する調査研究事業 文化財の材質・構造・状態調査に関する研究 応用研究事業費
ホ 04 ②保存修復に関する調査研究事業 屋外文化財の劣化要因と保存対策に関する調査研究 応用研究事業費
ホ 05 ②保存修復に関する調査研究事業 文化財修復材料と伝統技法に関する調査研究 応用研究事業費
ホ 06 ②保存修復に関する調査研究事業 近代の文化遺産の保存修復に関する調査研究 応用研究事業費
ホ 07 ⑤刊行物に関する事業 『保存科学』第56号の出版 情報公開事業費
ホ 08 ⑥指導助言・研修等に関する事業 博物館・美術館等保存担当学芸員研修 研修協力事業費



171

事　　　　　　　項 予  算  額

一般管理費 126,965
基礎研究事業費 57,232
応用研究事業費 59,422
国際遺産保護事業費 120,029
情報公開事業費 100,037
研修協力事業費 3,355
合　　　　　　　計 467,040

文化遺産国際協力センター
略番 分　類　項　目 プロジェクト名 事  業  区  分
コ 01 ④情報収集・成果公開に関する事業 文化遺産保護に関する国際情報の収集・研究・発信 情報公開事業費
コ 02 ③国際協力・交流等に関する事業 アジア諸国等文化遺産保存修復協力 国際遺産保護事業費
コ 03 ③国際協力・交流等に関する事業 保存修復技術の国際的応用に関する研究 国際遺産保護事業費
コ 04 ③国際協力・交流等に関する事業 在外日本古美術品保存修復協力事業 国際遺産保護事業費
コ 05 ③国際協力・交流等に関する事業 国際研修 国際遺産保護事業費

研　 究　 課　 題 研究代表者 交付額

基盤研究（B）
対外交流史の視点によるアジア螺鈿の総合的研究―大航海時代を中心に― 小林公治 5,460 
酵素を利用した文化財の新規クリーニング方法の開発―旧修理材料や微生物痕の除去― 早川典子 2,210 

基盤研究（Ｂ）海外
ポンペイ及びエルコラーノ遺跡壁画保存修復新技法開発と遺跡保存管理体制の確立 前川佳文 4,940 
ブータンの版築造建造物の類型と編年に関する研究 亀井伸雄 6,110 

基盤研究（Ｃ）
虎塚古墳壁画の材質と保存環境に関する研究 犬塚将英 1,820 
黒髪白肌の系譜―上村松園の技法と表現― 大河原典子 1,560 
環境制御による古墳に繁茂する緑色生物の軽減法に関する研究 朽津信明 1,040
津波被災文書資料から発生するにおい物質の同定とその対策 佐野千絵 1,430

日本絵画における鉛白・胡粉の利用とその変遷に関する調査研究 早川泰弘 1,300

空間情報データベースによる文化財の災害被害予測の高度化及び防災計画策定への応用 二神葉子 650
平安仏画の技法に関する画像情報による調査研究 小林達朗 1,430
平安時代前期における神仏習合の展開とその彫刻に関する研究 皿井舞 910
江戸～昭和期の常磐津節演奏家に関する基盤研究 前原恵美 1,322

挑戦的萌芽
実演用能装束の保存継承に関する研究―能楽の包括的継承の一指針として― 菊池理予 780

若手研究（A）
染織技術の伝承に関する研究―材料・道具に焦点をあてて― 菊池理予 4,810
墨、煤、膠の製法と性状の体系化 ―伝統的製法の再現― 宇髙健太郎 2,210

若手研究（Ｂ）
紙質文化財にみられる緑青焼けに対する修復処置方法の開発 貴田啓子 1,690
アイヌと和人の文化交渉史に関する研究―明治期の和人によるイナウ奉納習俗を中心に 今石みぎわ 1,560 
イラン歴史的都市景観保護のための計画指標に関する研究 山田大樹 1,560 
リアルタイム浮遊菌測定を用いた自然共生型博物館におけるゾーニングについての研究 間渕創 910
放射光を用いた中央アナトリア出土鉄器に対する生産地同定法の開発 増渕麻里耶 1,300
肥沃な三日月地帯の東翼ザグロス地域における新石器化に関する考古学的研究 安倍雅史 1,591

特別研究員奨励費
墨、煤、膠の製法と性状の体系化 宇髙健太郎 1,430
毘沙門天像の成立と展開　―唐・宋・元から平安・鎌倉へ― 佐藤有希子 325 
彩色材と和紙からなる紙質文化財における和紙の劣化機構 貴田啓子 1,430 

（２）　科学研究費助成事業交付一覧 （単位：千円）

５．2016（平成 28）年度予算等
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研　 究　 課　 題 共同研究者 研究代表者 金　額

航空資料保存の研究 一般財団法人日本航空協会 北河大次郎 400

研 　究 　課 　題 助　成　元 研究代表者 助成額

「遊行上人縁起絵」の調査・研究
―遊行寺（清浄光寺）本を中心に― 一般財団法人仏教美術協会 津田徹英 825

タイ及び日本所在の幕末期日本製伏彩色螺鈿製品に
関する調査研究

公益財団法人
文化財保護・芸術研究助成財団 二神葉子 300 

日本絵画の色と材料「Color & Material」 公益財団法人出光文化福祉財団 早川泰弘 4,000 

６
  資
料

（４）　共同研究等一覧 （単位：千円）

（５）　助成金一覧
（単位：千円）

研 　究 　課 　題 依　頼　元 研究代表者 契約総額

文化遺産国際協力拠点交流事業（大洋州島しょ国の文化遺産保
護に関する拠点交流事業） 文化庁 石村智 5,977

文化遺産国際協力拠点交流事業「ネパールの被災文化遺産保護
に関する技術的支援事業」 文化庁 友田正彦 20,799

文化遺産国際協力コンソーシアム事業 文化庁 中山俊介 44,024
国宝高松塚古墳壁画恒久保存対策に関する調査等業務 文化庁 岡田健 42,460
特別史跡キトラ古墳保存対策等調査業務 文化庁 岡田健 24,783
近代産業遺産（美術工芸品）に関する海外事例調査事業 文化庁 中山俊介 5,076

絵金屛風の保存修理に関する調査研究 公益財団法人
熊本市美術文化振興財団 岡田健 250

万世特攻平和祈念館金属類収蔵品劣化対策事前調査事業 南さつま市 北河大次郎 2,502
文化遺産保護国際貢献事業（専門家交流）「ミャンマー・バガン
遺跡群における地震被害に関する調査」 文化庁 友田正彦 4,617

文化遺産保護国際貢献事業（専門家交流）「シリア内戦下におけ
る被災文化財に関する調査」 文化庁 安倍雅史 5,988

日光の歴史的木造建造物の温風処理等による新たな殺虫処理方
法の検討（平成26年から平成29年まで）

公益財団法人
日光社寺文化財保存会 佐藤嘉則 0

（16,200）

（３）　受託調査研究一覧 （単位：千円）

研　 究　 課　 題 研究代表者 交付額

特別研究員奨励費（外国人特別研究員）
2018年出版予定の書籍のための、1989年以降の日本の現代美術の研究 橘川英規 900 

研究活動スタート支援
江戸時代における初期文人画の基礎的研究―中国絵画学習とその地域性について― 安永拓世 1,300 

※交付額が括弧内に記載された研究課題は前年度からの繰越により実施

※複数年度にまたがる事業については括弧内に予算総額を記載
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研　 究　 課　 題 寄　付　者　 担当部局 受入額

東京文化財研究所における研究事業の助成 株式会社東京美術倶楽部 文化財情報資料部 1,000
東京文化財研究所における研究成果の公表（出版事業） 東京美術商協同組合 文化財情報資料部 1,000

（６）　寄付金一覧
（単位：千円）

期　　　日 事　　　業　　　名

28 年 5 月 13 日 独立行政法人国立文化財機構外部評価委員会研究所・センター調査研究等部会
28 年 5 月 14 日 研究会「アート・アーカイヴのいま」
28 年 5 月 24 日 独立行政法人国立文化財機構外部評価委員会総会（東京国立博物館）

28 年 5 月 26 日 第12 回太平洋芸術祭「第 1 回カヌーサミット」（グアム ラッテオブフリーダム）

28 年 6 月 16 日 フォローアップ研修「展示照明用白色 LED の開発と評価に関する最新の動向」
28 年 7 月   6 日
　　　    ~15 日

ワークショップ「紙本・絹本文化財の保存と修復」（ベルリン博物館群アジア美術館）

28 年 7 月 11 日
　　　    ~22 日

博物館・美術館等保存担当学芸員研修

28 年 8 月 22 日
　　　    ~23 日

「無形文化遺産の防災」連絡会議
（28年12月5日、29年1月20日、23日、29日、2月10日、20日にも開催）

28 年 8 月 30 日 日韓無形遺産研究交流成果発表会（韓国国立無形遺産院）

28 年 8 月 29 日
        ~9 月 16 日

国際研修「紙の保存と修復」

28 年10月 17 日
　　　    ~18 日

無形文化遺産（伝統技術）の伝承に関する研究会 III「現在に伝わる明治の超絶技巧」

28 年11月   4 日
　　　　  ~5 日

第50 回オープンレクチャー「かたちからの道、かたちへの道」

28 年11月   9 日
　　　    ~25 日

国際研修「ラテンアメリカにおける紙の保存と修復」（メキシコ国立文化遺産保存修復機関）

28 年11月 20 日 シンポジウム『シリア内戦と文化遺産―世界遺産パルミラ遺跡の現状と復興に向けた国際支援―』
（東京国立博物館）

28 年11月 23 日 シンポジウム『シリア内戦と文化遺産―世界遺産パルミラ遺跡の現状と復興に向けた国際支援―』
（東大寺金鐘ホール）

28 年11月 30 日 「カトマンズ盆地内の歴史的集落の保全に関する会議」（ラリトプル市地域開発研修院）

28 年12月   9 日 第11 回無形民俗文化財研究協議会「無形文化遺産と防災―リスクマネジメントと復興サポート」
28 年11月 30 日
       ~12月 10 日

ワークショップ「漆工芸品の保存と修復」

28 年12月 20 日 文化財写真に関するワークショップ
29 年 1 月 18 日 第11 回東京文化財研究所無形文化遺産部公開学術講座「麻のきもの・絹のきもの」

（文化学園 文化クイントサロン）

29 年 2 月 13 日 研究会「考古学的知見から読み取る大陸部東南アジアの古代木造建築」
29 年 2 月 20 日 保存と活用のための展示環境に関する研究会

「次世代の美術館・博物館照明指針を考える—LED・有機 EL 照明の活用に向けて—」
29 年 2 月 23 日 第30 回近代文化遺産の保存理念と修復理念に関しての研究会

「日伊における歴史的な組積造建造物の震災対策について」
29 年 3 月   4 日
　　　　  ~5 日

公開研究会「南蛮漆器の多源性を探る」

29 年 3 月 29 日 イラン文化遺産セミナー

年度内主要事業一覧

年度内主要事業一覧
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平成 28 年３月 31 日
文部科学大臣認可

（序　文）
　独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）第三十条の規定により、独立行政法人国立文化財機構が中期
目標を達成するための中期計画（以下「中期計画」という。）を次のとおり定める。

（基本方針）
　独立行政法人国立文化財機構（以下「機構」という。）は、我が国における文化財施策の一翼を担い、貴重な国
民的財産である文化財の保存及び活用を図り、次代へ継承するとともに、国内外に我が国の歴史・伝統文化
を発信するため、我が国の博物館及び文化財研究に関する中核的拠点として、有形文化財の収集・保存・管
理・展示等に取り組む。また、文化財に関する基礎的・体系的な調査研究、文化財の保存と活用のための研
究、並びにそれらに関する調査手法の研究開発を総合的に実施するとともに、アジア太平洋地域における無
形文化遺産保護及びそのための研究の促進、並びに文化財等の防災・救援に寄与する。さらに、これら機構
の取組の成果についての積極的な公開・活用に取り組む。
　また、「文化芸術の振興に関する基本的な方針」（第 4 次基本方針）（平成 27 年 5 月 22 日閣議決定）において、地方創
生やグローバル化への対応、2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会を契機とする文化プログ
ラムの実施等、社会を挙げて文化芸術を振興していくことが求められている。
　上記を踏まえ、機構は、我が国の博物館及び文化財研究に関するナショナルセンターとしての政策実施機
能を的確に発揮しつつ効果的かつ効率的な業務運営を確保するため、中期目標期間において特に以下の事項
に重点的に取り組む。

１．展覧事業の充実
　外国人来館者の急増が見込まれるなか、日本の歴史・伝統文化を国内外に強く印象付けるような展覧会を
企画するとともに、展示解説等の多言語化に取り組む。
　また、東京国立博物館の本館及び表慶館、京都国立博物館の本館並びに奈良国立博物館の本館については、
博物館としての機能の維持向上とともに、重要文化財である建造物そのものの価値を維持し積極的に発信す
べく、改修や設備の更新等所要の措置を講ずる。

２．調査研究事業の促進
　文化財施策への貢献を目指し、調査研究において達成すべき目標及び達成時期を明確にし、着実に実施す
る。また、調査研究の成果を一層広く周知できる方策を検討し、必要な措置を講ずる。

３．国内外の博物館との連携
　2019 年 ICOM（国際博物館会議）京都大会（以下、「2019 年 ICOM 京都大会」）を契機とした国内外の博物館・美術館
や研究機関等との連携・役割分担を通じて、博物館活動全体の活性化に貢献する。

４．収蔵庫等保管施設の狭隘化への対応
　博物館の収蔵庫等については、収蔵量が許容範囲を超える状況となっており、東京国立博物館、京都国立
博物館及び奈良国立博物館では、施設の改修等を行い、収蔵庫等保管施設の充実を図る。

独立行政法人国立文化財機構中期計画

３．独立行政法人国立文化財機構中期計画
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５．組織の見直し
　2019 年 ICOM 京都大会及び 2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催に向けて、機構の
事業全体を通じて、各施設横断的に国際業務を戦略的に推進する体制を整備する。
　また、各施設においては中期目標に掲げた任務を果たすため、以下の役割を担う。
  （東京国立博物館）
　我が国を代表する人文系の総合博物館として、日本を中心にして広くアジア諸地域等にわたる文化財につ

いて、収集、保存、管理、展示、調査研究、教育普及事業等を行う。
  （京都国立博物館）
　平安時代から江戸時代の京都文化を中心とした文化財について、収集、保存、管理、展示、調査研究、教

育普及事業等を行う。
  （奈良国立博物館）
　仏教美術及び奈良を中心とした文化財について、収集、保存、管理、展示、調査研究、教育普及事業等を

行う。
  （九州国立博物館）
　日本とアジア諸地域等との文化交流を中心とした文化財について、収集、保存、管理、展示、調査研究、

教育普及事業等を行う。なお、事業の実施に当たっては、福岡県等との連携協力を行う。
   （東京文化財研究所）
　我が国の文化財の研究を、有形・無形文化財等を対象に、基礎的なものから先端的、実践的なものまで総

合的に行い、我が国の文化財研究の拠点としての役割を果たすとともに、この成果をもとに文化財の保護
に貢献する。また、文化財担当者の研修、地方公共団体への専門的な助言を行う。さらに、保存科学・修
復技術に関する我が国の中核としての役割を果たす。

　また、世界の文化遺産保護に関する国際的な研究交流、保護事業への協力、専門家の養成、情報の収集と
活用等を実施し、文化遺産保護における国際協力の拠点としての役割を担う。

  （奈良文化財研究所）
　主に遺跡・建造物・庭園等土地に結び付いた文化財に関する調査研究の中核的拠点としての役割を果たす。

また、平城宮跡、飛鳥・藤原宮跡等の発掘調査に基づく古代都城の総合的研究とその成果の公開・展示、
南都諸大寺を中心とする歴史資料・建造物並びに全国的な文化的景観・伝統的建造物群等の調査研究、保
存科学や遺跡整備等の文化財の保存・活用に関する調査研究、遺跡探査等の調査手法の研究開発を行うと
ともに、データベースの充実と発信、文化財研修や専門的助言等による文化財行政への協力を行う。

　あわせて、海外研究機関との研究交流並びにアジア地域等での文化遺産保護事業と専門家養成に協力する。
  （アジア太平洋無形文化遺産研究センター）
　ユネスコの「無形文化遺産の保護に関する条約」（以下、「無形文化遺産保護条約」という。）の観点から、ア

ジア太平洋地域における無形文化遺産保護研究の実態把握、無形文化遺産保護の政策や多様な方法論、無
形文化遺産保護の優良事例の調査研究を通じて、無形文化遺産保護及びそのための研究に貢献する。

Ⅰ　国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する目標を達成
　　するためにとるべき措置

１．有形文化財の保存と継承並びに有形文化財を活用した歴史・伝統文化の国内外への発信

（１）有形文化財の収集・保管、次代への継承

　①博物館の施設設備の整備
　　　施設設備の点検・診断を実施し、その結果に基づき、収蔵・展示施設の老朽化、耐震対策及びセキュ

リティの強化に計画的に取り組む。これらの取組を通じて得られた施設の状態や対策履歴等の情報を記
録し、次期点検・診断等に活用するという「メンテナンスサイクル」を平成32年度までに構築し、継
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続的に発展させる。
       （東京国立博物館）
　	 開館後約 80 年が経過した本館の空調設備、収蔵・展示施設について、建物が重要文化財に指定されて

いることに配慮し、2019 年 ICOM 京都大会及び 2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会も
視野に入れつつ、改修等計画を推進する。

       （京都国立博物館）
　	 京都国立博物館本館（明治古都館）の改修に当たっては、重要文化財に指定された建造物としての保存と

ともに展示施設としての活用に配慮した改修計画及び観覧環境の再整備計画を進める。
       （奈良国立博物館）
　	 構内のバリアフリー化やエントランスの拡張等観覧環境等の改善及び展示施設の改修等を図るととも

に、奈良における文化財の調査研究等の拠点として必要な研究設備を整備する。
       （九州国立博物館）
　	 開館から 10 年が経過しており、監視カメラ・空調システム等の施設設備備品に老朽化がみられる。よっ

て展示施設の維持管理を目的とした改修等計画を推進する。

　②有形文化財の収集等
　　１）有形文化財の収集
　　　　体系的・通史的にバランスのとれた収蔵品の蓄積を図る観点から、次に掲げる各博物館の収集方針

に沿って、調査研究及び情報収集の成果、並びに外部有識者の意見等を踏まえ、適時適切な収集を行う。
　　   （東京国立博物館）
　	 日本を中心にして広くアジア諸地域等にわたる美術、考古資料及び歴史資料等を収集する。
     　  （京都国立博物館）
	 京都文化を中心とした美術、考古資料及び歴史資料等を収集する。
     　  （奈良国立博物館）
	 仏教美術及び奈良を中心とした美術、考古資料及び歴史資料等を収集する。
   　    （九州国立博物館）
　	 日本とアジア諸地域等との文化交流を中心とした、美術、考古資料及び歴史資料等を収集する。 
　　２）寄贈・寄託品の受入れ等
　　　　収蔵品の体系的・通史的なバランスに留意し、寄贈・寄託品の受け入れを推進するとともに、積極

的に活用する。また、既存の寄託品については、継続して寄託することを働きかけ、積極的に活用する。

　③有形文化財の管理・保存・修理等
　　１）有形文化財の管理
　　　　国民共有の貴重な財産である文化財を永く次代へ伝えるため、収蔵品等の管理を徹底し、特に収蔵

品等の増加に伴い収蔵に必要な施設設備の充実、改善を図る。また、収蔵品等の現状を確認の上、管
理に必要なデータ（画像データ、テキストデータ等）を整備して、展示・調査研究等の業務に活かし、博
物館活動を充実させる。なお、収蔵品等に関する資料等のデジタル化件数については、前中期目標の
期間の実績以上を目指す。

　　２）有形文化財の保存
　　　　適切な展示・保存環境の保持のため、収蔵・展示施設の温湿度、生物生息、空気汚染及び地震等へ

の対策、並びに保存等に関する調査研究とそのデータの解析・蓄積を引き続き実施する。
　　３）有形文化財の修理
　　　　修理を要する収蔵品等は、機構の保存科学研究員と機構内外の修復技術担当者の連携のもと、伝統

的な修理技術とともに科学的な保存技術の成果を適切に取り入れながら、緊急性の高い収蔵品等から
順次、計画的に修理する。また、修理に必要な調査研究のための基本設備の充実を図る。

　　４）文化財修理施設等の運営
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　　　　文化財保存修理所等については、文化財防災も視野に入れながら、国と協力して整備充実を図る。

（２）展覧事業
　　展覧事業については、我が国の博物館の中核的拠点として、国民のニーズ、学術的動向等を踏まえ、か

つ国際文化交流にも配慮しながら、開催目的、期待する成果、学術的意義を明確にして、質の高い魅力あ
るものを目指す。また、2019 年 ICOM 京都大会及び 2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会
に向けた政府の文化政策と連動した活動を実施する。

　　さらに、見やすさ分かりやすさに配慮した展示や解説、並びに音声ガイド等の導入により、日本及びア
ジア諸地域等の歴史・伝統文化についての理解を深められるよう工夫するとともに、展覧事業について常
に点検・評価を行い、改善を図る。

　①平常展
　　　平常展は、展覧事業の中核と位置付け、各博物館の特色を十分に発揮した体系的・通史的なものとす

るとともに、最新の研究成果を基に、日本及びアジア諸地域等の歴史・伝統文化の理解の促進に寄与す
る展示を行い、展示に関する説明の充実、多言語化に取り組み、国内外からの来館者の増加を図る。

　　　なお、平常展の来館者数、展示替件数及び来館者アンケートの満足度については、各施設の工事等に
よる影響を勘案し、前中期目標の期間の実績以上を目指す。 

　②特別展等
　　１）特別展
　　　　特別展等については、積年の研究成果を活かしつつ、国民の関心の高い時宜に適った企画を立案し、

国内外の博物館と連携しながら我が国の中核的拠点にふさわしい質の高い展示を行う。
　　　　特別展の来館者数については、展示内容・展覧環境を踏まえた目標を年度計画において設定する。

また、特別展等の開催回数は概ね以下のとおりとし、各施設の工事等による影響を勘案しつつ、その
達成に努める。

 　      （東京国立博物館）	 年３～４回程度
  　     （京都国立博物館）	 年１～２回程度
 　      （奈良国立博物館）	 年２～３回程度
　       （九州国立博物館）	 年２～３回程度
　　　　なお、特別展来館者アンケートを実施し、その満足度については前中期目標の期間の実績以上を目

指し、常に展示内容等の改善を図る。
　　２）海外展等
　　　　海外からの要請等に応じて、海外において展覧会等を行うことにより、日本の優れた文化財をもと

にした歴史と伝統文化を紹介する。

　③観覧環境の向上等
　　　国民に親しまれる博物館を目指し、来館者に配慮した観覧環境の整備や利用者の要望を踏まえた管理

運営を行う。
　　１）快適な観覧環境の提供
　　　　博物館内の施設の多言語化、バリアフリー化、ユニバーサルデザイン化並びに各種案内の充実、研

修等の実施等を通じて、高齢者、障がい者、外国人、乳幼児連れの来館者等の利用にも配慮した快適
な観覧環境の提供を行う。

　　２）来館者の満足度調査等の実施、サービスの改善等
　　　　来館者を対象とする満足度調査及び専門家からの批評聴取等を定期的に実施する。これらの調査結

果を踏まえ、事業、管理運営についての見直しや改善を行う。特に開館時間の延長、混雑時の対応、
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ミュージアムショップやレストランのサービスの改善等、来館者に配慮した運営を行い、観覧環境に
関する来館者アンケートの上位評価が 80％を超えることを目指す。

（３）教育・普及活動
　　日本及びアジア諸地域等の歴史・伝統文化の理解促進に寄与するよう、教育活動、広報の充実を図る。

また、展覧事業同様、2019 年 ICOM 京都大会及び 2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会に
向けた関係機関の文化政策と連動した活動を実施する。

　①教育活動の充実等
　　　日本及びアジア諸地域等の歴史・伝統文化の理解促進に寄与するよう、機構の人的資源・物的資源・

情報資源を活用した教育活動を実施する。なお、講演会等の開催回数については、各施設の工事等によ
る影響を勘案し、前中期目標の期間の実績以上を目指す。

　　１）学習機会の提供　
	 　講演会、ギャラリートーク、スクールプログラム、ワークショップ及び職場体験等による学習機会

を提供する。その際、対象やテーマに応じて学校、社会教育関係団体、国内外の博物館等との連携協
力を行う。

　　２）ボランティア活動の支援
	 　教育活動の充実及び来館者サービスの向上、さらに、生涯学習活動に寄与するため、ボランティア

を育成し、その活動を支援する。
　　３）大学との連携事業等の実施
	 　インターンシップ、キャンパスメンバーズ制度、大学との連携事業等の実施を通じて人材育成に寄

与する。
　　４）国内外の有形文化財の保存・修理に関する人材育成への寄与
	 　保存科学、修理技術及び博物館関係者等を対象とした人材育成に係る事業を関係機関と連携しなが

ら検討、実施する。
　　５）博物館支援者増加への取組
	 企業との連携や会員制度の活性化等により博物館支援者の増加を図る。 

　②有形文化財に関する情報の発信と広報の充実
	 文化財に関する情報の発信に努めるとともに、展覧事業及び各種事業に関し、積極的な広報を行う。
　　１）有形文化財に関する情報の発信
　　　　ウェブサイト等において、文化財その他関連する資料の情報を公開する。公開データの件数は継続

的に増加させる。
　　２）資料の収集と公開
	 　美術史学・考古学・歴史学・博物館学・保存科学その他の関連諸学に関する基礎資料及び国内外の

博物館等に関する情報及び資料について広く収集し、蓄積するとともに、その情報の発信と充実に努
める。

　　３）広報活動の充実
	 　　展示や教育事業等について、個々の企画の目的、対象、内容及び学術的な意義並びに各種アンケー

ト等分析結果も踏まえて戦略的な広報計画を策定し、情報提供を行う。また、広報印刷物やウェブサイ
ト等の自主媒体の活用、並びにマスメディアや上野「文化の杜」新構想実行委員会の加盟機関をはじめ
とする近隣施設との連携強化等により、積極的な広報を行う。

	 　ウェブサイトの運用においては、アクセス件数の向上を図り、各施設の工事等による影響を勘案しつ
つ、前中期目標の期間の実績以上を目指す。さらに、時宜的なニーズに応じたウェブサイトの構築等に
ついて、一層の改善を図る。
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（４）有形文化財の収集・保管・展覧事業・教育普及活動等に関する調査研究 
　　文化財に関する調査研究を実施し、その保存と活用を推進することにより、次代への継承及び我が国の

文化の向上に寄与する。

　①有形文化財の展覧事業・教育普及活動等に関連する調査研究
	 　収蔵品・寄託品をはじめとする文化財に関する基礎的かつ総合的な調査研究、各博物館の特色に応じ

た歴史・伝統文化に関する基礎的かつ総合的な調査研究、及び歴史・伝統文化の理解促進に資する展覧
事業・教育普及活動等に関する調査研究等を実施し、その成果を展覧事業・教育普及活動等に反映し、
広く一般に発信する。

　②その他有形文化財に関連する調査研究
	 　文化財の収集・保存・修理・管理ほか、文化財及び博物館の業務に関連する調査研究を実施する。ま

た、将来的に展覧事業や教育活動等に結びつく基礎的な調査研究を実施する。

　③国内外の博物館等との学術交流等
	 　我が国における博物館活動の先導的役割を果たすとともに、文化財とその活用等に関する博物館活動

について、先進的かつ有用な情報を集積するため、海外の優れた研究者を招へいし、国際シンポジウム
や研究会・共同調査等を実施する。また職員を海外の博物館・文化財研究所等の研究機関及び国際会議
等に派遣する。さらに、2019 年 ICOM 京都大会の開催にあたり、国内外の博物館・美術館や研究機関等
とのネットワークを構築し、博物館活動全体の活性化に寄与する。

　④調査研究成果の公表
	 　文化財等に関する調査研究の成果を図版目録、研究紀要、学術雑誌並びに展覧事業に関わる刊行物な

どで発表するとともに、ウェブサイトでの公開等、調査研究成果の発信を更に拡充する。なお、定期刊
行物等を前中期目標の期間の実績以上刊行する。

（５）国内外の博物館活動への寄与  

　①国内外の博物館等への有形文化財の貸与
	 　収蔵品については、その保管・展示状況、コンディション、貸出先の施設の状況等を総合的に勘案し

つつ、国内外の博物館等の要請に応じて、展示等の充実に寄与するため、貸与を実施する。

　②国内外の博物館等への援助・助言等
	 　国内外の博物館等からの要請に応じて、専門的・技術的な援助・助言を行うとともに、博物館関係者

の情報交換・人的・文化財等防災ネットワークの形成等に努める。

２．文化財及び海外の文化遺産の保護に貢献する調査研究、協力事業等の実施
　貴重な文化財を次代へ継承していくために必要な知識・技術の基盤の形成に寄与するため、以下の調査研
究を行う。

（１）新たな知見の開拓につながる基礎的・探求的な調査研究
	 　国内外の機関との共同研究や研究交流を含め、文化財に関する基礎的・体系的な調査研究や文化財の保

存・活用のための調査研究に取り組む。その成果は、基礎的データの増大や学術的知見の蓄積、文化財指
定等の基礎資料の提供につながり、国・地方公共団体における文化財保護施策の企画・立案、文化財の評
価等に関し、個別的・総合的に寄与する。
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　①有形文化財、伝統的建造物群に関する調査研究
　　　有形文化財、 伝統的建造物群に関する基礎的・体系的な調査研究として以下の課題に取り組み、我が

国の美術工芸品や建造物の価値形成の多様性及び歴史・文化の源流の究明等、並びに有形文化財の保存
修復等に寄与する。

　　１）我が国の美術を中心とする有形文化財等に関する調査研究 
	 　我が国において古代から近現代までに制作された絵画・彫刻等を中心とする有形文化財、及びそれ

らに関連する国内外の文化財について、その文化財の制作背景等とその後の評価の変遷、今日に至る
までの保護等に関する調査研究、文献・画像資料及び文化財情報に関する調査研究とそれらの収集・
整理を行い、調査研究成果を公開する。

　　２）建造物及び伝統的建造物群に関する調査研究
	 　建造物に関しては、古代建築の保存に資するため、法隆寺古材調査を中心とする古代建築調査を行っ

て古代建築及びその修理過程等を明らかにする。また、近世・近代の建造物等の調査研究を行い、成
果を公開する。伝統的建造物群については、その保存と活用に資するため、重要伝統的建造物群保存
地区を目指している地区の調査を行い、成果を公開するとともに、各地の歴史的建造物の保存に協力
する。

　　３）歴史資料・書跡資料に関する調査研究
	 　我が国の歴史、文化の解明及び理解の促進等を図るため、薬師寺・仁和寺等の近畿地方を中心とし

た寺社の歴史資料・書跡資料等に関する調査研究を行う。

　②無形文化財、無形民俗文化財等に関する調査研究
　　　無形文化財、無形民俗文化財等に関する以下の課題に取り組み、その伝承・公開に係る基盤の形成に

寄与する。
　　１）重要無形文化財等の保存・活用に資する調査研究
	 　重要無形文化財を中心とする古典芸能・伝統工芸技術及びそれらに関わる文化財保存技術について、

調査研究・情報収集・記録作成に努め、その保存伝承に資する成果を公開する。
　　２）重要無形民俗文化財等の保存・活用に資する調査研究
	 　無形民俗文化財においては、全国の民俗芸能・風俗慣習・民俗技術の情報を収集記録し、その保存

及び活用に貢献しうる研究成果を公開する。

　③記念物、文化的景観、埋蔵文化財に関する調査研究
　　　記念物、文化的景観、埋蔵文化財に関する基礎的・体系的な調査研究として以下の課題に取り組み、

記念物の保存・活用、古代国家の形成過程や社会生活等の解明、文化的景観に関する保存・活用並びに
研究の進展、埋蔵文化財に関する学術研究の深化に寄与する。

　　１）史跡・名勝の保存・活用に資する調査研究
	 　記念物のうち史跡については、その保存・活用のためのマネジメントに関する調査研究を地域振興

の観点に基づき国際的動向も踏まえながら進める。名勝については、近世の庭園に関する調査研究を
実施し、成果を公開する。

　　２）古代日本の都城遺跡に関する調査研究
	 　古代日本の都城の解明等を図るため、平城地区では平城宮跡東院地区と東大寺塔院地区の調査研究

を進め、飛鳥・藤原地区では藤原宮跡大極殿院地区と飛鳥地域の寺院遺跡の調査研究を進める。
　　３）重要文化的景観等の保存・活用に資する調査研究
	 　文化的景観の保存・活用の促進等を図るため、重要文化的景観に関する情報を収集・整理し、成果

を公開する。あわせて、複数の事例研究により文化的景観の調査手法の体系化を行う。
　　４）全国の埋蔵文化財に関する基盤的な調査研究
	 　遺物及び遺構の解明とその保存・活用の促進等を図るため、官衙・集落遺跡、古代瓦等に関し全国

的な情報収集及び連携に基づく調査研究を実施し、成果を公開する。
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　　５）水中文化遺産に関する調査研究 
　　	 　国内の水中文化遺産の調査に取り組むとともに、主に海外の水中文化遺産に関する調査研究及び保

存活用の事例を調査し、今後の取組に資する。

（２）科学技術を応用した研究開発の進展等に向けた基盤的な研究
	 文化財の価値や保存に関する研究の進展を図るため、下記の研究開発及び調査研究に取り組む。

　①文化財の調査手法に関する研究開発
	 　文化財の調査手法に関する研究開発を推進し、科学技術を的確に応用し、文化財の調査手法の正確性、

効率性等の向上に寄与する。また、文化財を生み出した文化的・歴史的・自然的環境等の背景やその変
化の過程を明らかにすることに寄与する。 

	 １）デジタル画像の形成方法等の研究開発
	 　文化財の現状及び経年劣化等の記録や解析に応用するため、デジタル画像の形成や３Ｄ記録製作等

について研究開発を進める。
　　２）埋蔵文化財の探査・計測方法の研究開発
	 　遺跡調査の質的向上及び作業の効率化等を図るため、遺跡の探査・計測等の調査手法に関する研究

開発を進める。
	 ３）年輪年代学を応用した文化財の科学的分析方法の研究開発
	 　年輪年代調査による木造文化財の年代確定に資するため、年輪データの地域性に関する研究を進め

る。また、年輪年代の非破壊調査等の新たな手法に関する研究開発を進める。
　　４）動植物遺存体の分析方法の研究開発
	 　過去の生活・生業活動の解明等を図るため、分析に必要不可欠な現生の動植物標本を収集・整理す

るとともに、発掘調査等で出土した動植物遺存体等の調査手法に関する研究開発を進める。

　②文化財の保存修復及び保存技術等に関する調査研究
	 　文化財の保存科学や修復技術・修復材料・製作技法に関する中核的な研究拠点として、最新の科学技

術を応用し、文化財研究としての新たな技術の開発を進め、国内外の機関との共同研究や研究交流を図
り、先端的な調査研究を推進する。

	 　以下の調査研究に取り組むとともに、その成果を広く公開することにより、文化財の保存や修復の質
的向上に寄与する。

　　１）生物被害の予防と対策に関する調査研究
	 　大規模燻蒸に替わる虫菌害対策のシステム化をより向上させるため、浮遊微生物量の短時間・連続

測定など新しいモニタリング技術について基礎研究を行う。屋外環境においては、木造建造物や古墳
など環境制御が困難な場所における生物被害の予防策および対処法に関する調査研究を行う。

　　２）文化財の保存環境と維持管理に関する調査研究
	 　文化財の展示照明として導入が進む白色 LED、有機 EL 光源が文化財の保存に与える影響並びにそ

の展示照明としての評価方法を検討する基礎研究を実施し、照明に関する新たな基準作成に資する。
また、文化財に影響を与える展示ケース内汚染物質の軽減方法に関して検討を行い、空気清浄化マニュ
アルを作成して成果普及を図る。

　　３）可搬型分析機器を用いた文化財の材質・構造、及び保存状態に関する調査研究
	 　各種の可搬型分析機器を用いた文化財の材質・構造に関する調査方法を確立し、日本絵画における

顔料の変遷についての研究を進めるとともに、金工品等における黄銅（真鍮）材料の利用実態を明らか
にする。新たに可搬型 X 線回折装置を導入し、各種文化財の保存状態等に関する調査研究を進める。

　　４）屋外文化財の劣化対策に関する調査研究
	 　屋外に所在する石造物や木造建造物等について、凍結劣化や塩類風化、頻繁な生物被害などの屋外

特有の保存環境要因、及び地震や水害などの自然災害による劣化・破損を軽減するための方法につい
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て調査研究を行う。
　　５）文化財の修復技法及び修復材料に関する調査研究
	 　美術工芸品や建造物等の修復に貢献するため、伝統的な修復材料・技法についての科学的調査を行

い、その安定性についての評価を行う。また旧来の材料・技法では施工が困難とされてきたものにつ
いて、新規の材料・技法の開発に関する調査研究を行う。

　　６）考古遺物の保存処理法に関する調査研究 
	 　考古遺物の診断調査から得られる情報を活用し、金属製遺物の脱塩・安定化法や木製遺物のシステ

マティックな含浸処理法等、考古遺物を安定した状態で保存・活用するための新規の保存処理法に関
する調査研究を行う。

　　７）遺構の安定した保存のための維持管理方法に関する調査研究
	 　遺構周辺の熱水分性状に関する環境調査及び物質移動、埋蔵環境についてモデル化を行い、遺構と

埋蔵環境下にある遺物の安定した保存のための維持管理方法に関する調査研究を行う。
　　８）建造物の彩色に関する調査研究
	 　南都の寺社等の歴史的建造物の塗装彩色の修理に資するため、技法及び材料調査を実施するととも

に、復元された平城宮跡大極殿において塗装彩色の経年変化のモニタリング法に関する研究を行う。
　　９）近代文化遺産の保存・修復に関する調査研究 
	 　コンクリート構造物やレンガ構造等による産業・交通・土木関連の施設や機械類、合成樹脂等の複

合的な材料が使われている美術工芸品など、近代文化遺産の保存や修復に必要とされる理念・技術・
方法を研究し、保存管理計画等の策定に寄与する。

　　10）高松塚古墳・キトラ古墳の恒久的保存に関する調査研究
	 　高松塚古墳、キトラ古墳の保存対策事業等、我が国の文化財保護政策上重要かつ緊急に保存及び修

復の措置等を行うことが必要となった文化財について、実践的調査研究を迅速かつ適切に行う。

（３）文化遺産保護に関する国際協働

　①文化遺産保護に関する国際協働の総合的な推進
	 　我が国が有する文化遺産保護に関する知識・技術・経験を活かしながら、下記のような事業を有機的

連携のもと総合的に展開することを通じて、人類共通の財産である海外の文化遺産保護に協力すること
により、諸外国との文化的交流及び相互理解の促進に貢献する。

　　１）文化遺産保護に関する国際情報の収集・研究・発信
	 　海外、特に国際協力活動の対象となる地域の文化遺産に関する情報の収集、諸外国の文化遺産保護

施策等に関する調査を行う。国際情勢に鑑みながら毎年、優先度の高い国の文化遺産保護関連の法令
について条文を和訳し、法令集として刊行する。　

	 　また世界遺産委員会などユネスコ等が行う主要な国際会合へ出席して情報の収集を行うとともに、
文化遺産の保護をめぐる今日的な課題等に関する調査研究を行い、その成果をインターネットなど多
様な媒体を通じて国内外に情報発信する。

	 ２）文化遺産保護協力事業の推進
	 　諸外国における文化遺産の保存修復及び管理活用に関する研究会の開催や遺跡現地におけるワーク

ショップを含む国際共同研究等の実施を通じて、その理念と技術の両面における研究を進めるととも
に、国際協力を推進するための基盤を強化する。

	 　また、その成果をもとに、日本が得意とする調査技術や保存技術等を活かしつつ、ミャンマーやカ
ンボジアなど ASEAN 諸国をはじめ、諸外国での文化遺産保護に関する技術支援や体制強化などに資
する協力事業を実施する。

	 ３）文化遺産の保存・修復に関する人材育成等
	 　諸外国の文化遺産担当者等を対象とした研修や専門家の派遣を通じて、文化遺産の保存・修復に関

する人材育成と技術移転を進める。研修は一時的な技術移転に留まらず、国際的な文化遺産保護に関

独立行政法人国立文化財機構中期計画
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する情報交換、技術移転、相互協力を行い、国際貢献に努める。

　②アジア太平洋地域の無形文化遺産保護に関する調査研究
	 　アジア太平洋地域において活動する研究者・研究機関と連携のもと、無形文化遺産保護の実践及び方

法論についての国際会議やシンポジウム及び専門家会合並びに出版等の事業を通じた研究の活性化、研
究情報の収集及びその活用戦略の検討と開発を通じて、当該地域における無形文化遺産保護のための研
究を促進する。特に、自然災害等によって危機に瀕した無形文化遺産に注意を払い、その実態や保護事
例についての調査研究を行うとともに、我が国の知見を通じて、無形文化遺産保護の国際的充実に資する。

（４）文化財に関する情報資料の収集・整備及び調査研究成果の公開・活用
　　文化財に関連する資料の収集・整理・保管を行うとともに、調査研究成果を公開し、国内外の諸機関と

の連携を強化することにより、広く社会に還元する。

　①文化財情報基盤の整備・充実
	 　文化財情報の計画的収集、整理、保管、公開並びにそれらの電子化の推進による文化財に関するアー

カイブの拡充を行うとともに、調査研究に基づく成果としてのデータベースを充実させる。なお、文化
財に関するデータベースの公開件数については、前中期目標の期間の実績以上を目指す。

　②調査研究成果の発信
	 　文化財に関する調査研究の成果を定期刊行物や公開講演会、現地説明会、シンポジウムの開催等によ

り、多元的に発信する。また、ウェブサイトにおいては、日本語はもとより多言語でのページを充実さ
せる。なお、定期刊行物等の刊行件数及び講演会等の開催回数については、前中期目標の期間の実績以
上を目指す。

　③展示公開施設の充実
	 　平城宮跡資料館、藤原宮跡資料室、飛鳥資料館については、研究成果の公開施設としての役割を強化

する観点から展示等を充実させ、来館者の理解を促進する。なお、公開施設における特別展・企画展の
開催件数については、前中期目標の期間の実績以上を目指す。また、宮跡等への来訪者に文化財及び文
化財研究所の研究成果等に関する理解を深めてもらうため、解説ボランティアを育成する。

（５）地方公共団体等を対象とする文化財に関する研修及び協力等
	 　我が国の文化財に関する調査研究の中核として、これまでの調査研究の成果を活かし、文化財担当者を

対象とした各種研修について、研修項目、課程等の体系を示し、地方公共団体等の要望を踏まえた研修計
画を策定して実施し、文化財保護に携わる人材を育成する。

	 　また、我が国全体の文化財の調査研究の質的向上に寄与するため、国・地方公共団体等に対する専門的・
技術的な協力・助言を行う。

　①文化財に関する研修の実施
	 　文化財に関する高度な研究成果をもとに、地方公共団体等の文化財担当者に対し文化財に関する研修

を行うとともに、保存担当学芸員に対し保存科学に関する研修を行う。
	 　なお、研修の実施件数及び受講者数については、前中期目標の期間の実績以上を目指す。また、アン

ケートによる研修成果の活用実績が 80％以上となることを目指す。

　②文化財に関する協力・助言等
	 　国・地方公共団体や大学、研究機関との連携・協力体制を構築し、これらの機関が有する文化財に関

する情報の収集、知見・技術の活用、機構が行った調査研究成果の発信等を通じて、文化財に関する協
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力・助言を行う。

　③平城宮跡、飛鳥・藤原宮跡等の公開・活用事業への協力
	 　文化庁と国土交通省が行う平城宮跡、飛鳥・藤原宮跡等の公開・活用事業に協力する。また、NPO

法人平城宮跡サポートネットワーク及び周辺自治会等が行う各種ボランティア活動に協力する。

　④連携大学院教育の推進
　　　連携大学院教育を実施し、今後の我が国の文化財保護における中核的な人材を育成する。

　⑤文化財等の防災・救援等への寄与
	 　巨大地震等大規模災害に対応した文化財等の防災や被災した文化財等の救援・修理等の適切な処置を

行うため、文化庁及び地方公共団体、文化財関係各団体等の要望を踏まえつつ、機構として全国的な連
携・協力体制の整備に向けて、以下の事業及び関連する調査研究等を行う。

　　１）体制づくり
　　　有事における文化財等の防災・救援のための連携・協力体制づくりに向けた検討を行う。
　　２）調査研究等の実施
	 ア　文化財等の防災・救援に関する調査研究を行い、情報の収集と発信を行う。
　　　イ　保存科学等に基づく被災文化財等の劣化診断、保存環境、安定化処置及び修理等に関する研究を

　行う。
	 ウ 　無形文化遺産の防災と被災後の継承等に関する研究を行う。
　　３）人材育成等の実施
	 文化財等の防災・救援に関する指導・助言、研修、啓発・普及活動を実施する。

Ⅱ　業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置

１．業務改善の取組

（１）組織体制の見直し
	 　組織の機能向上のため、組織・体制等の見直しを行う。特に、2019 年 ICOM 京都大会及び 2020 年東京

オリンピック・パラリンピック競技大会の開催に向けて、機構の事業全体を通じて、各施設横断的に国際
業務を戦略的に推進する体制を整備する。

（２）人件費管理等の適正化
	 　国家公務員の給与水準とともに業務の特殊性を十分考慮し、対国家公務員指数については適正な水準を

維持するよう取り組み、その結果について検証を行うとともに、検証結果や取組状況を公表する。

（３）契約・調達方法の適正化
	 　「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（平成 27 年 5 月 25 日総務大臣決定）に

基づき、引き続き取組を着実に実施し、文化財の購入等、随意契約が真にやむを得ないものを除き、競争
性のある契約への移行を推進することにより、経費の効率化を行い、随意契約によることができる事由を
会計規定等において明確化し、公正性・透明性を確保しつつ合理的な調達を実施する。

（４）共同調達等の取組の推進
	 　各施設の業務内容や地域性を考慮しつつ、コピー用紙等の消耗品や役務について、周辺の他機関等との

共同調達等の取組を推進する。

独立行政法人国立文化財機構中期計画
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（５）一般管理費等の削減
	 　中期目標の期間中、一般管理費については 15％以上、業務経費については５％以上の効率化を行う。

ただし、文化財購入費、文化財修復費等の特殊要因経費はその対象としない。また、人件費については次
項（２）及びⅨ４．に基づき取り組むこととし、本項の対象としない。このため、事務、事業、組織等の
見直しや、サービスの質を維持した上で外部委託により経費削減が可能な業務を引き続き精査して計画的
にアウトソーシングするなど業務の効率化を図る。

	 具体的には下記の措置を講じる。

①機構内の共通的な事務の一元化による業務の効率化
②計画的なアウトソーシング
③使用資源の減少

・省エネルギー
・廃棄物減量化
・リサイクルの推進

２．業務の電子化
　機構に関する情報の提供、オープンデータの推進、業務・システムの最適化等を図ることとし、ＩＴ技術
を活用した業務の効率化に努める。

３．予算執行の効率化
　運営費交付金収益化基準として業務達成基準が原則とされたことを踏まえ、収益化単位の業務ごとに予算
と実績を管理する体制を構築する。

Ⅲ　財務内容に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１．自己収入拡大への取組
　展覧事業の集客力を高める工夫による来館者数の増加に努め、自己収入の確保を図るとともに、賛助会員
等への加入者の増加に継続的に取り組み、寄附金の獲得を目指す。また、保有資産については、その必要性
や規模の適切性についての検証を適切に行うとともに、映画等のロケーションのための建物等の利用や会議・
セミナーのための会議室の貸与等を本来業務に支障のない範囲で実施するなどの施設の有効利用の推進、競
争的資金の獲得等財源の多様化を図り、機構全体として積極的に自己収入の増加に向けた取組を進めること
により、前中期目標の期間の実績以上の自己収入を得ることを目指す。

２．固定的経費の節減
　管理業務の節減を行うとともに、効率的な施設運営を行うことにより、固定的経費の節減を図る。

３．決算情報・セグメント情報の充実等
　機構の財務内容等の一層の透明性を確保し、活動内容を政府・国民に対して分かりやすく示し、理解促進
を図る観点から、事業のまとまりごとに決算情報・セグメント情報の公表の充実等を図る。

４．保有資産の処分
　保有資産の見直し等については、「独立行政法人の保有資産の不要認定に係る基本視点について」（平成 26 年
9 月 2 日付け総管査第 263 号総務省行政管理局通知）に基づき、保有の必要性を不断に見直し、保有の必要性が認め
られないものについては、不要財産として国庫納付等を行う。
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Ⅳ　予算（人件費の見積もりを含む）、収支計画及び資金計画

　管理業務の効率化を図る観点から、各事業年度において、適切な効率化並びに積極的な自己収入の増加に
向けた取組を踏まえた予算及び収支計画による運営を行う。

１．予算（中期計画の予算）
　別紙１のとおり

２．収支計画
　別紙２のとおり

３．資金計画
　別紙３のとおり

Ⅴ　短期借入金の限度額

　短期借入金の限度額は、20 億円
　短期借入金が想定される理由は、運営費交付金の受入れに遅延が生じた場合である。

Ⅵ　不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産の処分等に関する計画

　なし。

Ⅶ　重要な財産の処分等に関する計画

　なし。

Ⅷ　剰余金の使途

　決算において、剰余金が発生した時は、次の経費等に充てる。

１．文化財の購入・修理

２．調査研究、出版事業の充実

３．展覧事業の充実

４．来館者サービス、情報提供の質的向上 

５．国際協力

６．老朽化した施設設備への対応の充実

独立行政法人国立文化財機構中期計画
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Ⅸ　その他業務運営に関する目標を達成するためにとるべき措置

１．内部統制
　コンプライアンスの徹底、理事長のマネジメント強化、リスクマネジメント等を含めた内部統制環境や規
定を整備し、運用する。また、内部監査等により定期的にそれらの整備状況・有効性をモニタリング・検証
するとともに、監事による監査機能・体制の強化に取り組み、必要に応じて内部統制に関する見直しを行う。
さらに、研修等を通じて職員の理解促進、意識や取組の改善を行う。

２．その他

（１）自己評価
	 　外部有識者も含めた事業評価の在り方について適宜、検討を行いつつ、年１回以上事業に関する自己評

価を実施し、その結果は組織、事務、事業等の改善に反映させる。

（２）情報セキュリティ対策
	 　情報セキュリティ対策については、政府機関の統一基準群を踏まえ、情報セキュリティをとりまく環境

の変化に応じて機構として必要な対応を検討し、規定等を適時適切に見直すとともに、これに基づき対策
を講じ、不正アクセスや標的型攻撃等のリスクに対する対策、攻撃に対する組織的対応能力の強化に取り
組む。

	 　また、自己点検、監査を通じて情報セキュリティ対策の実施状況を毎年度把握し、その結果に基づいて
改善する。

３．施設設備に関する計画 
　施設設備の老朽化度合い等を勘案しつつ、別紙４のとおりの計画に沿った整備を推進する。

４．人事に関する計画

（１）方針
　①中長期的な人事計画等を策定し、理事長の裁量によって一定数の職員を配置できる仕組を導入する。

また、国家公務員の制度改革や社会一般の動向を勘案しつつ、職員個々の能力向上を通じて、組織のパ
フォーマンスを高めるための制度を導入する。

　②性別、年齢、国籍、障がいの有無等にとらわれない、能力、適性に応じた採用及び人事配置を行い、
職員の多様な働き方を促進する。

　③多様性を受容できる組織風土の醸成を図るため、例えば女性や障がいのある方の活躍を推進するなど
し、それを支える就業環境の整備や教育・研修を実施する。　

　④職員のキャリアパスの形成に寄与するために、研修・人事交流等を多角的に企画・立案する。特にグロー
バル化・多様化する社会に対応できる人材の育成を図る。

（２）人員に係る指標
	 給与水準の適正化等を図りつつ、業務内容を踏まえた適切な人員配置等を推進する。
	 中期目標期間中の人件費総額見込額	 　　　　１３，６４４百万円
	 　但し、上記の額は、役職員に対し支給する報酬（給与）、賞与、その他の手当の合計額であり、退職手当、

福利厚生費を含まない。

５．中期目標期間を超える債務負担
　中期目標期間を超える債務負担については、機構の業務運営に係る契約の期間が中期目標期間を超える場
合で、当該債務負担行為の必要性及び資金計画の影響を勘案し、合理的と判断されるものについて行う。
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６．積立金の使途
　前中期目標期間の最終年度において、独立行政法人通則法第 44 条の処理を行ってなお積立金があるとき
は、その額に相当する金額のうち文部科学大臣の承認を受けた金額について、次期へ繰り越した経過勘定損
益影響額等に係る会計処理に充当する。

（別紙１）予算（中期計画の予算）

平成 28 年度～平成 32 年度　予算
（単位：百万円）

区　　　　分 国立博物館等 文化財研究所等 合　　計

収　　入

運営費交付金 29,448 12,076 41,524
施設整備費補助金 22,923 1,530 24,453
展示事業等収入 7,049 325 7,374
受託収入 143 2,741 2,884
その他寄附金等 1,690 62 1,752

　計 61,253 16,734 77,987

支　　出

　管理経費 6,599 1,850 8,449
うち人件費 2,984 1,132 4,116
うち一般管理費 3,615 718 4,333

　業務経費 29,898 10,551 40,449
うち人件費 7,635 4,963 12,598
うち収集保管事業費 12,641 0 12,641
うち展覧事業費 5,588 0 5,588
うち教育普及事業費 468 0 468
うち博物館研究事業費 3,411 0 3,411
うち博物館支援事業費 155 0 155
うち基礎研究事業費 0 1,524 1,524
うち応用研究事業費 0 1,341 1,341
うち国際遺産保護事業費 0 810 810
うち情報公開事業費 0 1,851 1,851
うち研修協力事業費 0 62 62

　施設整備費 22,923 1,530 24,453
　受託事業費 143 2,741 2,884
　その他寄附金等 1,690 62 1,752

計 61,253 16,734 77,987

【人件費の見積り】　期間中総額　１３，６４４百万円を支出する。
但し、上記の額は、役職員に対し支給する報酬（給与）、賞与、その他の手当の合計額であり、退職手当、福利厚生費を含まない。
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〔運営費交付金の算定ルール〕

○運営費交付金　毎事業年度に交付する運営費交付金（Ａ）については、以下の数式により決定する。
　Ａ（ｙ）＝Ｐ（ｙ）＋Ｐｋ（ｙ）＋Ｒ（ｙ）＋Ｒｋ（ｙ）＋ε（ｙ）－Ｅ（ｙ）

〈凡例〉
Ａ（ｙ）	 ：当該事業年度の運営費交付金
Ｐ（ｙ）	 ：当該事業年度の業務経費の人件費（役職員に対する報酬・給与、賞与、手当の合計額であり、退職手当、福利厚生費を含まない。）
Ｐｋ（ｙ）   ：当該事業年度の管理経費の人件費（役職員に対する報酬・給与、賞与、手当の合計額であり、退職手当、福利厚生費を含まない。）
Ｒ（ｙ）	 ：当該事業年度の業務経費（特殊要因を除く。）
Ｒｋ（ｙ）	 ：当該事業年度の一般管理費（特殊要因を除く。）
ε（ｙ）	 ：当該事業年度における特殊要因経費
Ｅ（ｙ）	 ：当該事業年度における自己収入の見積額

○人件費					   
　Ｐ（ｙ）＝Ｐ（ｙ－１）×α×σ（中期計画の初年度である平成 28 年度のＰ（ｙ）は見積額とする。）
　Ｐｋ（ｙ）＝Ｐｋ（ｙ－１）×α×σ（中期計画の初年度である平成 28 年度のＰｋ（ｙ）は見積額とする。）	 	

〈凡例〉					   
Ｐ（ｙ）　   ：当該事業年度の業務経費の人件費（役職員に対する報酬・給与、賞与、手当の合計額であり、退職手当、福利厚生費を含まない。）
Ｐ（ｙ ‒ 1）  ：直前の事業年度のＰ（ｙ）
Ｐｋ（ｙ）   ：当該事業年度の管理経費の人件費（役職員に対する報酬・給与、賞与、手当の合計額であり、退職手当、福利厚生費を含まない。）
Ｐｋ（ｙ ‒ 1）：直前の事業年度のＰｋ（ｙ）
α（ｱﾙﾌｧ）	 ：効率化係数。各事業年度の予算編成過程において、当該事業年度における具体的な係数値を決定。
σ（ｼｸﾞﾏ）	 ：人件費調整係数。各事業年度の予算編成過程において、給与昇給率等を勘案し、当該事業年度における具体的な係数値を決定。

○業務経費					   
　Ｒ（ｙ）＝Ｒ（ｙ－１）×β×θ×γ（中期計画の初年度である平成 28 年度のＲ（ｙ）は見積額とする。）

〈凡例〉	
Ｒ（ｙ）	 ：当該事業年度の業務経費（特殊要因を除く。）
Ｒ（ｙ ‒ 1）	：直前の事業年度のＲ（ｙ）
β（ﾍﾞｰﾀ）	 ：効率化係数。各事業年度の予算編成過程において、当該事業年度における具体的な係数値を決定。
θ（ｼｰﾀ）	 ：消費者物価指数。各事業年度の予算編成過程において、当該事業年度における具体的な係数値を決定。
γ（ｶﾞﾝﾏ）  ：業務政策係数。自己収入に係る支出を勘案し、また事業の進展により必要経費が大幅に変わること等を勘案し、各事業年度

の予算編成過程において、当該事業年度における具体的な係数値を決定。

○一般管理費
　Ｒｋ（ｙ）＝Ｒｋ（ｙ－１）×π×θ（中期計画の初年度である平成 28 年度のＲｋ（ｙ）は見積額とする。）

〈凡例〉
Ｒｋ（ｙ）	 ：当該事業年度の一般管理費（特殊要因を除く。）
Ｒｋ（ｙ ‒ 1）：直前の事業年度のＲｋ（ｙ）
π（ﾊﾟｲ）	 ：効率化係数。各事業年度の予算編成過程において、当該事業年度における具体的な係数値を決定。
θ（ｼｰﾀ）	 ：消費者物価指数。各事業年度の予算編成過程において、当該事業年度における具体的な係数値を決定。

○特殊要因経費
ε（ｲﾌﾟｼﾛﾝ）：毎事業年度の見積額

○自己収入
　Ｅ（ｙ）＝Ｅ（ｙ－１）×μ×λ（中期計画の初年度である平成 28 年度のＥ（ｙ）は見積額とする。）

〈凡例〉	
Ｅ（ｙ）	 ：当該事業年度の自己収入（受託収入等を除く）
Ｅ（ｙ ‒ 1）	：直前の事業年度のＥ（ｙ）
μ（ﾐｭｰ）	 ：収入政策係数。各事業年度の予算編成過程において、当該事業年度における具体的な係数値を決定。
λ（ﾗﾑﾀﾞ）  ：収入調整係数。事業の見直し等による自己収入への影響等を勘案し、各事業年度の予算編成過程において、当該事業年度に

おける具体的な係数値を決定。

［上記の算定式に基づき、以下の仮定の下に中期計画の予算を試算］ 
・運営費交付金の見積りについては、特殊要因経費を除いて、平成 27 年度予算額を基準額として、中期計画期間中に、人件費（±０％）、  

一般管理費物件費（△ 15％）、業務経費物件費（△５％）とし、中期計画期間中に想定される特殊要因経費を加算して試算。 
・退職手当については、中期計画期間中に想定される額を試算。 
・施設整備費補助金については、平成 28 年度以降の施設・設備整備計画に基づき試算。
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（別紙２）　収支計画

平成 28 年度〜平成 32 年度　収支計画
（単位：百万円）

区　　　　　　分 国立博物館等 文化財研究所等 合　　計

費用の部 28,393 15,255 43,648
　経常経費 28,329 15,215 43,544
　　管理経費 6,331 1,789 8,120
　　　うち人件費 2,984 1,132 4,116
　　　うち一般管理費 3,347 657 4,004
　　事業経費 19,768 12,938 32,706

うち人件費 7,635 4,963 12,598
うち収集保管事業費 1,382 0 1,382
うち展覧事業費 5,173 0 5,173
うち教育普及事業費 433 0 433
うち博物館研究事業費 3,157 0 3,157
うち博物館支援事業費 155 0 155
うち基礎研究事業費 0 1,410 1,410
うち応用研究事業費 0 1,242 1,242
うち国際遺産保護事業費 0 749 749
うち情報公開事業費 0 1,714 1,714
うち研修協力事業費 0 57 57
うち受託事業費 143 2,741 2,884
うちその他寄附金等 1,690 62 1,752

　　減価償却費 2,230 488 2,718
　財務費用 0 8 8
　臨時損失 64 32 96

収益の部 28,410 15,227 43,637
運営費交付金収益 17,707 11,607 29,314
展示事業等の収入 6,555 325 6,880
受託収入 143 2,741 2,884
その他寄附金等 1,690 62 1,752
資産見返負債戻入 2,230 488 2,718
財務収益 4 0 4
臨時利益 81 4 85

純利益 17 △ 28 △ 11
目的積立金取崩 0 0 0
総利益 17 △ 28 △ 11

独立行政法人国立文化財機構中期計画
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（別紙３）　資金計画

 平成 28 年度〜平成 32 年度　資金計画
（単位：百万円）

区　　　　　　分 国立博物館等 文化財研究所等 合　　計

資金支出 61,257 16,734 77,991
　業務活動による支出 25,422 16,258 41,680
　投資活動による支出 35,835 468 36,303
　財務活動による支出 0 8 8

資金収入 61,257 16,734 77,991
　業務活動による収入 38,330 15,204 53,534
　　運営費交付金による収入 29,448 12,076 41,524

展示事業等による収入 7,049 325 7,374
受託収入 143 2,741 2,884
その他寄附金等 1,690 62 1,752

　投資活動による収入 22,923 1,530 24,453
　　施設整備費補助金による収入 22,923 1,530 24,453
　財務活動による収入 4 0 4
　　受取利息等による収入 4 0 4

		

（別紙４）
 施設整備に関する計画

（単位：百万円）

施  設  設  備  の  内  容 予　定　額 財　　源

・東京国立博物館 18,657 　施設整備費補助金
　仮収蔵庫等整備及び本館リニューアル工事　（平成 28 年度～ 32 年度） 18,612
　柳瀬荘黄林閣屋根茅葺工事　（28 年度） 45

・京都国立博物館 4,266 　施設整備費補助金
　本館収蔵庫等改修及び本館免震改修等工事　（平成 28 年度～ 32 年度） 4,266

・奈良文化財研究所 1,530 　施設整備費補助金
　本庁舎建替工事　（平成 28 年度～ 29 年度） 1,530

（脚注）金額については見込みである。
　　　  また、施設・設備の老朽度合等を勘案した改修（更新）等が追加されることがあり得る。
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凡　例

（1） この索引は、平成28年度に東京文化財研究所が実施したすべての事業を、財源の種類を問わず網羅している。
（2） 事業は五十音順に配列し、各事業名称の末尾に次の略号を付すとともに、掲載頁を示した。

　運営費交付金によるプロジェクト	 【交付】
　科学研究費助成事業		  【科研】
　受託調査研究			   【受託】
　共同研究			   【共同】
　助成金				   【助成】
　その他の調査研究			   【その他】

あ　アイヌと和人の文化交渉史に関する研究―明治期の和人によるイナウ奉納習俗を中心に 			   【科研】    94
アジア諸国等文化遺産保存修復協力 								        【交付】    49
イラン歴史的都市景観保護のための計画指標に関する研究 						      【科研】    95
絵金屛風の保存修理に関する調査研究 								        【受託】  113
江戸～昭和期の常磐津節演奏家に関する基盤研究 							       【科研】    89
江戸時代における初期文人画の基礎的研究―中国絵画学習とその地域性について― 			   【科研】  103
屋外文化財の劣化要因と保存対策に関する調査研究 							      【交付】    44

か　環境制御による古墳に繁茂する緑色生物の軽減法に関する研究 					     【科研】    83
近・現代美術に関する調査研究と資料集成 								       【交付】    37
近代産業遺産 ( 美術工芸品 ) に関する海外事例調査事業 						      【受託】  112
近代の文化遺産の保存修復に関する調査研究 							       【交付】    46
空間情報データベースによる文化財の災害被害予測の高度化及び防災計画策定への応用 			   【科研】    86
黒髪白肌の系譜―上村松園の技法と表現― 	  	 						      【科研】    82
航空資料保存の研究 										          【共同】  118
酵素を利用した文化財の新規クリーニング方法の開発―旧修理材料や微生物痕の除去― 			   【科研】    78
国際研修 											           【交付】    52
国宝高松塚古墳壁画恒久保存対策に関する調査等業務 						      【受託】  110

さ　在外日本古美術品保存修復協力事業 								        【交付】    51
彩色材と和紙からなる紙質文化財における和紙の劣化機構 						      【科研】  101
紙質文化財にみられる緑青焼けに対する修復処置方法の開発 						      【科研】    93
実演用能装束の保存継承に関する研究―能楽の包括的継承の一指針として― 				    【科研】    90
墨、煤、膠の製法と性状の体系化								        【科研】    99
墨、煤、膠の製法と性状の体系化 ―伝統的製法の再現― 						      【科研】    92
染織技術の伝承に関する研究―材料・道具に焦点をあてて― 						      【科研】    91
専門的アーカイブと総合的レファレンスの拡充 							       【交付】    55

た　タイ及び日本所在の幕末期日本製伏彩色螺鈿製品に関する調査研究 					     【助成】  120
対外交流史の視点によるアジア螺鈿の総合的研究―大航海時代を中心に― 				    【科研】    77
高松塚古墳・キトラ古墳の恒久的保存に関する調査研究 						      【交付】    47
津波被災文書資料から発生するにおい物質の同定とその対策 						      【科研】    84
東京藝術大学との間での連携大学院教育の推進 							       【交付】    72
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特別史跡キトラ古墳保存対策等調査業務 								        【受託】  111
虎塚古墳壁画の材質と保存環境に関する研究 							       【科研】    81

な　2018 年出版予定の書籍のための、1989 年以降の日本の現代美術の研究 					    【科研】  102
日光の歴史的木造建造物の温風処理等による新たな殺虫処理方法の検討 				    【受託】  117
日本絵画における鉛白・胡粉の利用とその変遷に関する調査研究 					     【科研】    85
日本絵画の色と材料「Color & Material」 								        【助成】  121
日本東洋美術史の資料学的研究 									         【交付】    36

は　博物館・美術館等保存担当学芸員研修 								        【交付】    67
万世特攻平和祈念館金属類収蔵品劣化対策事前調査事業 						      【受託】  114
毘沙門天像の成立と展開　―唐・宋・元から平安・鎌倉へ― 						      【科研】  100
美術館・博物館等の環境調査と援助・助言 								       【交付】    71
美術作品の様式表現・制作技術・素材に関する複合的研究と公開 					     【交付】    38
肥沃な三日月地帯の東翼ザグロス地域における新石器化に関する考古学的研究 				    【科研】    98
ブータンの版築造建造物の類型と編年に関する研究 							      【科研】    80
文化遺産国際協力拠点交流事業「大洋州島しょ国の文化遺産保護に関する拠点交流事業」 			   【受託】  107
文化遺産国際協力拠点交流事業「ネパールの被災文化遺産保護に関する技術的支援事業」 			   【受託】  108
文化遺産国際協力コンソーシアム事業 								        【受託】  109
文化遺産保護国際貢献事業 ( 専門家交流 )「シリア内戦下における被災文化財に関する調査」 			  【受託】  116
文化遺産保護国際貢献事業 ( 専門家交流 )「ミャンマー・バガン遺跡群における地震被害に関する調査」 	 【受託】  115
文化遺産保護に関する国際情報の収集・研究・発信 							      【交付】    58
文化財修復材料と伝統技法に関する調査研究 							       【交付】    45
文化財情報の分析・活用と公開に関する調査研究 							       【交付】    53
文化財に関する調査研究成果および研究情報の共有に関する総合的研究 				    【交付】    35
文化財の材質・構造に関する調査・助言 								        【交付】    70
文化財の材質・構造・状態調査に関する研究 							       【交付】    43
文化財の収集、保管に関する指導助言 								        【交付】    68
文化財の修復及び整備に関する調査・助言 								       【交付】    70
文化財の生物劣化の現象解明と対策に関する研究 							       【交付】    41
文化財の虫菌害に関する調査・助言 								        【交付】    69
文化財防災ネットワーク推進事業 								        【その他】  122
平安時代前期における神仏習合の展開とその彫刻に関する研究 					     【科研】    88
平安仏画の技法に関する画像情報による調査研究 							       【科研】    87
平成27年版『日本美術年鑑』　刊行事業・出版事業『美術研究』 	 					     【交付】    63
平成 28 年度オープンレクチャー（調査 ･ 研究成果の公開）						      【交付】    56
放射光を用いた中央アナトリア出土鉄器に対する生産地同定法の開発 					     【科研】    97

『保存科学』第 56 号の出版 									         【交付】    63
保存修復技術の国際的応用に関する研究 								        【交付】    50
保存と活用のための展示環境の研究 								        【交付】    42
ポンペイ及びエルコラーノ遺跡壁画保存修復新技法開発と遺跡保存管理体制の確立 			   【科研】    79

ま　無形文化遺産に関わる音声・画像・映像資料のデジタル化 						      【交付】    57
無形文化遺産に関する助言 									         【交付】    69
無形文化遺産部出版関係事業 									         【交付】    63
無形文化遺産保護に関する研究交流・情報収集 							       【交付】    48
無形文化財の保存・継承に関する調査研究 								       【交付】    39
無形民俗文化財の保存・活用に関する調査研究 							       【交付】    40

や　『遊行上人縁起絵』の調査・研究－遊行寺（清浄光寺）本を中心に－ 	 	 	 		  【助成】  119

ら　リアルタイム浮遊菌測定を用いた自然共生型博物館におけるゾーニングについての研究 			   【科研】    96
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